
第９号様式　その１

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（平成26年度）

３　地球温暖化対策のレベル

４　事業者としての取組

５　特記事項

（日本工業規格A列4番）

当社の鉄道事業においては、環境負荷が少なく、エネルギー効率のよい鉄道の利用を呼び掛けるとともに、設備面・技
術面でもさらに環境性能を高め、電車・駅における省エネルギーを推進しています。また沿線に住む方々が気軽に参加
できる環境イベントも開催し、啓発に努めています。また京急グループとしても、省エネ機器や省エネ型商品の採用を推
進するとともに、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）への積極的な取組みや、森林保全に対する取組みなどを積極的
に行っています。

事 業 者 の 氏 名
(法人にあっては名称
及 び 代 表 者 の 氏 名 ) 取締役社長　原田一之

A110 外部専門家への相談依頼の実施

A108 組織横断的な推進体制の整備

対策番号 対策名

A101 地球温暖化対策の方針等の設定 A104 取組状況の点検体制の構築

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A102 温暖化対策推進担当の配置

5,677 kl原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計25条例第8条の23第1項

報 告 事 業 所 数
事業所

事業所

取組方針

当社所有ビルにおいては、エネルギーの月毎の使用量を把握し、過去のデータと比較
することで、今後の省エネに役立てる。また地球温暖化対策報告書制度への取組みと
して、空調や照明設備の運用改善に努め、省エネの推進により地球温暖化防止に貢
献する。

99 kl原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

重 点 対 策 の レ ベ ル 1

条例第8条の23第2項
報 告 事 業 所 数

5

地球温暖化対策報告書（その１）

京浜急行電鉄株式会社

事 業 者 番 号 A 0 6 3 2



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

13.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 20,479.7
4.1
9.2

kWh

m3

648.1

0.450

0.382

20,479.7 0.200
14,461.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 747,929.0 9.76 7,299.8 285.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

7,161.4 0.014 362.4
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

159,143.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

1,111.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 648

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

13

総　計（④=②+③） 661

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 373

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都港区

高輪３－２６－２０

7

1年未満

8

□■ 1年度分582.80 m2

1

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 品川高架下店舗（品達Ⅰ）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,950.0
1.0
2.2

kWh

m3

187.7

0.450

0.382

4,950.0 0.200
4,328.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 280,111.0 9.76 2,733.9 107.0
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

1,594.5 0.014 80.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

35,433.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

640.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 187

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 190

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 111

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都港区

高輪３－２６－２１

7

1年未満

8

□■ 1年度分292.00 m2

2

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 品川高架下店舗（品達Ⅱ）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

2014年2,3月に店舗内一部改装があり、電気・ガス使用量が減少。2014年度は通年営業となり、来客数も増えたため、電
気・ガス使用量が増加。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,674.0
1.3
3.0

kWh

m3

829.6

0.450

0.382

6,674.0 0.200
20,183.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,713,569.0 9.76 16,724.4 654.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

3,459.5 0.014 175.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

76,877.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

78.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 829

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 833

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 520

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

東京都港区

高輪２－２０－２０

2

1年未満

8

□■ 1年度分10,625.22 m2

3

5 区 市 町 村 名8

－ 0

6

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京浜急行電鉄本社ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D108

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C109 空室・不在時等の空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A210

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

外部専門家への相談依頼の実施



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

10.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 16,418.0
3.3
7.4

kWh

m3

690.9

0.450

0.382

16,418.0 0.200
17,372.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,681,874.0 9.76 16,415.1 642.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

957.9 0.014 48.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

21,285.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

65.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 690

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

10

総　計（④=②+③） 700

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 448

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

■ □

東京都港区

高輪３－２５－２３

7

1年未満

8

□■ 1年度分10,472.05 m2

4

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急第２ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D108

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C803 フロア共用部の温度の把握・設定 C806 その他設備の不使用時の停止

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,441.0
0.5
1.1

kWh

m3

264.4

0.450

0.382

2,441.0 0.200
6,750.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 690,180.0 9.76 6,736.2 263.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

14.1 0.014 0.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

312.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

53.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 264

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 265

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 174

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

東京都港区

高輪２－２１－２８

7

1年未満

8

□■ 1年度分4,941.41 m2

5

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急第３ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D108

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C803 フロア共用部の温度の把握・設定 C806 その他設備の不使用時の停止

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,810.0
0.6
1.3

kWh

m3

104.7

0.450

0.382

2,810.0 0.200
2,652.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 263,951.0 9.76 2,576.2 100.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

76.0 0.014 3.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

1,687.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

112.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 104

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 105

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 68

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

■ □

東京都港区

高輪３－２５－２０

7

1年未満

8

□■ 1年度分923.46 m2

6

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急第５ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D108

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 288.0
0.1
0.1

kWh

m3

16.6

0.450

0.382

288.0 0.200
424.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 43,493.0 9.76 424.5 16.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

5.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 16

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 16

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 10

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

東京都港区

三田３－１１－２６

7

1年未満

8

■□ 1年度分2,905.45 m2

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急第８ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

2014年10月をもって閉館（2015年度解体予定）。そのため、エネルギー使用量が対前年度比で減少。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D108

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

6.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 9,449.0
1.9
4.3

kWh

m3

212.9

0.450

0.382

9,449.0 0.200
4,925.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 324,726.0 9.76 3,169.3 124.0
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

1,755.8 0.014 88.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

39,018.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

430.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 212

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 218

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 127

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都港区

高輪３－１３－３

7

1年未満

8

□■ 1年度分491.88 m2

8

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 シナガワグース前庭店舗

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,881.0
0.8
1.7

kWh

m3

163.5

0.450

0.382

3,881.0 0.200
4,177.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 428,060.0 9.76 4,177.9 163.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

27.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 163

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 165

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 107

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

東京都港区

高輪３－２６－２６

7

1年未満

8

□■ 1年度分5,863.71 m2

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ウィングＥＡＳＴ

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

2014年5月～2015年2月まで全館改修工事のため、閉館。そのため、エネルギー使用量が対前年度比で減少。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3 6,968.0
1.4
3.1

kWh

m3

78.1

0.450

0.382

6,968.0 0.200
1,765.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 100,003.0 9.76 976.0 38.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

788.9 0.014 39.9
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

17,532.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

273.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 78

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 82

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 45

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都品川区

北品川２－１６－６

0

1年未満

0

□■ 1年度分285.45 m2

0

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新馬場高架下店舗

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

8.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 13,451.0
2.7
6.1

kWh

m3

196.6

0.450

0.382

13,451.0 0.200
4,591.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 319,265.0 9.76 3,116.0 122.0
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

1,475.5 0.014 74.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

32,788.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

78.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 196

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

8

総　計（④=②+③） 204

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の名称の変更。新馬場駅前京急ビル（ＥＸイン）→新馬場駅前京急ビル

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 118

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都品川区

北品川２－１８－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分2,505.41 m2

1

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新馬場駅前京急ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,481.0
1.1
2.5

kWh

m3

45.8

0.450

0.382

5,481.0 0.200
1,096.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 86,357.0 9.76 842.8 33.0
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

253.5 0.014 12.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

5,633.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

141.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 45

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 48

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の名称の変更。京急交通事務所（鮫洲営業所）→京急交通事務所

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 28

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

東京都品川区

東大井１－２１－１３

1

1年未満

0

□■ 1年度分318.95 m2

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急交通事務所

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,706.0
0.3
0.8

kWh

m3

149.6

0.450

0.382

1,706.0 0.200
3,684.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 329,280.0 9.76 3,213.8 125.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

470.7 0.014 23.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

10,459.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

578.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 149

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 150

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 95

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都品川区

東大井１－２－２０

1

1年未満

0

□■ 1年度分257.43 m2

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 鮫洲高架下店舗Ａ

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,449.0
0.7
1.6

kWh

m3

134.8

0.450

0.382

3,449.0 0.200
3,251.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 265,680.0 9.76 2,593.0 101.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

658.5 0.014 33.3
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

14,632.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

452.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 134

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 136

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 83

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都品川区

東大井１－２－２０

1

1年未満

0

□■ 1年度分296.34 m2

4

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 鮫洲高架下店舗Ｂ

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 345.0
0.1
0.2

kWh

m3

13.7

0.450

0.382

345.0 0.200
349.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 35,756.0 9.76 349.0 13.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

107.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 13

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 13

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の名称の変更。ニッポンレンタカー大森海岸営業所→南大井高架下第１店舗

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

東京都品川区

南大井３－３２－８

1

1年未満

0

□■ 1年度分120.54 m2

5

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南大井高架下第１店舗

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,392.0
0.3
0.6

kWh

m3

39.7

0.450

0.382

1,392.0 0.200
987.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 91,423.0 9.76 892.3 34.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

95.4 0.014 4.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

2,118.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

392.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 39

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 39

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の名称の変更。大森海岸高架橋下店舗（てんや）→南大井高架下第２店舗

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 25

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都品川区

南大井３－３２

1

1年未満

0

□■ 1年度分99.41 m2

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南大井高架下第２店舗

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

2013年度は5,6月に店内改修したため、エネルギー使用量が減少。2014年度は通年営業のため、エネルギー使用量が
対前年度比で増加。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

6.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 10,206.0
2.0
4.6

kWh

m3

148.6

0.450

0.382

10,206.0 0.200
3,501.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 255,282.0 9.76 2,491.6 97.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

1,010.2 0.014 51.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

22,448.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

75.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 148

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 154

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 90

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都品川区

南大井３－３２－１

1

1年未満

0

□■ 1年度分1,962.00 m2

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大森海岸駅前京急ビル（ＥＸイン）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

12.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 19,014.0
3.8
8.6

kWh

m3

416.1

0.450

0.382

19,014.0 0.200
8,353.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 510,113.0 9.76 4,978.7 194.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

2,925.7 0.019 198.5
□ 0.0

449.3 0.014 22.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

9,984.6 45.00

□ L 79,720.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

64.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 416

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

12

総　計（④=②+③） 428

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 215

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都品川区

南品川３－１－２０

0

1年未満

0

□■ 1年度分6,418.17 m2

8

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 青物横丁賃貸ビル（東横イン他）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,596.0
1.1
2.5

kWh

m3

514.5

0.450

0.382

5,596.0 0.200
13,045.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,301,997.0 9.76 12,707.5 497.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

338.2 0.014 17.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

7,515.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

292.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 514

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 517

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の名称の変更。青物横丁駅前店舗（OKストア）→青物横丁駅前店舗

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 336

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

東京都品川区

南品川３－４－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分1,754.89 m2

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 青物横丁駅前店舗

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

2013年10～12月に店舗内一部改装があり、電気使用量が減少。2014年度は通年営業で開店時間が30分早くなり来客
数も増えたため、電気使用量が増加。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 279.0
0.1
0.1

kWh

m3

41.8

0.450

0.382

279.0 0.200
1,067.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 109,395.0 9.76 1,067.7 41.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

18.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 41

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 41

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の名称の変更。京急ストア（本社他）→京急ストア（倉庫）

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 27

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都大田区

大森北６－８０

1

1年未満

3

□■ 1年度分2,248.47 m2

0

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急ストア（倉庫）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

倉庫の稼働率アップのため、エネルギー使用量が対前年度比で増加。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

7.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 11,659.0
2.3
5.2

kWh

m3

666.3

0.450

0.382

11,659.0 0.200
17,023.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,744,257.0 9.76 17,023.9 666.3
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

256.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 666

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 673

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 439

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

東京都大田区

大森北６－１３－１１

1

1年未満

3

□■ 1年度分2,593.95 m2

1

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急ストア平和島店（Ａ・Ｂゾーン）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,790.0
0.4
0.8

kWh

m3

142.1

0.450

0.382

1,790.0 0.200
3,631.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 372,085.0 9.76 3,631.5 142.1
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

135.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 142

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 143

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 93

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

東京都大田区

大森北６－７７

1

1年未満

3

□■ 1年度分1,050.09 m2

2

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急ストア平和島店（Ｃゾーン）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

2013年度に空調機を改修したため、2014年度は空調機の省エネ効果によって電気使用量が減少した。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 679.0
0.1
0.3

kWh

m3

81.4

0.450

0.382

679.0 0.200
2,080.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 213,126.0 9.76 2,080.1 81.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

136.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 81

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 81

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 53

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都大田区

西糀谷３－３８－１

3

1年未満

4

□■ 1年度分595.57 m2

3

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大鳥居駅前店舗

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

2014年1月から入室テナントの電気使用量が約40％アップ。そのため、エネルギー使用量が対前年度比で増加。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 7,151.0
1.4
3.2

kWh

m3

261.7

0.450

0.382

7,151.0 0.200
6,626.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 658,490.0 9.76 6,426.9 251.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

199.9 0.014 10.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

4,441.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

48.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 261

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 265

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 170

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

東京都大田区

羽田１－１

4

1年未満

4

□■ 1年度分5,434.89 m2

4

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大鳥居京急第１ビル（オフィス棟）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

20.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 31,284.0
6.3
14.1

kWh

m3

595.3

0.450

0.382

31,284.0 0.200
11,419.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 640,214.0 9.76 6,248.5 244.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

5,170.8 0.019 350.8
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 140,895.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

114.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 595

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

20

総　計（④=②+③） 615

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 294

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都大田区

羽田１－７

4

1年未満

4

□■ 1年度分5,188.41 m2

5

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大鳥居京急第２ビル（ホテル棟）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,435.0
0.7
1.5

kWh

m3

138.7

0.450

0.382

3,435.0 0.200
3,104.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 164,204.0 9.76 1,602.6 62.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

1,501.8 0.014 76.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

33,372.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

247.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 138

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 140

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 80

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都大田区

羽田１－１－３

4

1年未満

4

□■ 1年度分557.07 m2

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大鳥居ビル（レストラン）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 620.0
0.1
0.3

kWh

m3

58.9

0.450

0.382

620.0 0.200
1,460.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 133,924.0 9.76 1,307.1 51.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

153.5 0.014 7.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

3,411.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

432.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 58

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 58

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

東京都大田区

羽田４－６－１１

4

1年未満

4

□■ 1年度分133.99 m2

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 穴守稲荷賃貸店舗

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

店舗入れ替えのため、2014年10月～2014年12月まで改装工事。そのため、エネルギー使用量が対前年度比で減少。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

10.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 15,346.0
3.1
6.9

kWh

m3

316.5

0.450

0.382

15,346.0 0.200
7,429.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 530,879.0 9.76 5,181.4 202.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

2,247.9 0.014 113.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

49,953.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

85.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 316

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

9

総　計（④=②+③） 325

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 191

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都台東区

浅草橋１－２７－９

5

1年未満

1

□■ 1年度分3,706.00 m2

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急EXイン　浅草橋駅前

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

10.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 15,587.0
3.1
7.0

kWh

m3

439.3

0.450

0.382

15,587.0 0.200
10,768.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 944,172.0 9.76 9,215.1 360.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

1,552.9 0.014 78.6
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

34,509.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

71.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 439

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

10

総　計（④=②+③） 449

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 277

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

東京都大田区

蒲田５－２８－１８

5

1年未満

4

□■ 1年度分6,119.00 m2

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急EXイン　蒲田

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

主要設備の使用状況の把握

過去のデータによる傾向の把握

B107エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成26年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２ ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

20.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 31,407.0
6.3
14.1

kWh

m3

1,769.8

0.450

0.382

31,407.0 0.200
43,937.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,054,056.0 9.76 39,567.6 1,548.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.382 0.0電

気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.382
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

4,370.1 0.014 221.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

97,112.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

106.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,769

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

20

総　計（④=②+③） 1,789

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1,133

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

■ □

東京都大田区

蒲田５－２８－１８

7

1年未満

8

□■ 1年度分16,682.44 m2

0

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

2

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 京急第10ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

過去のデータによる傾向の把握
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106
B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名


